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川崎市一般廃棄物処理業に係る行政指導指針 

 
（目的） 

第１条 この指針は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以

下「法」という。）に基づき、処理業者等に対して、必要な行政指導を行うことにより、一

般廃棄物の適正な処理を促進し、もって市民の生活環境の保全に資することを目的とする。

なお、この指針は、川崎市行政手続条例（平成７年条例第３７号）第３４条の趣旨に基づ

く行政指導指針である。 

 

（用語の定義） 

第２条 この指針における用語の定義は、法の例によるほか、次の各号に定めるところによ

る。 

（１）規則 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和４６年厚生省令第３５号） 

をいう。 

（２）収集運搬業者等 一般廃棄物収集運搬業について、法第７条第１項（新規許可）、同条

第２項（更新許可）又は法第７条の２第１項（変更許可）の規定による許可を受けよう

とする者及び既に許可を受けている者をいう。 

（３）処分業者等 一般廃棄物処分業について、法第７条第６項（新規許可）、同条第７項（更

新許可）又は法第７条の２第１項（変更許可）の規定による許可を受けようとする者及

び既に許可を受けている者をいう。 

（４）処理業者等 収集運搬業者等及び処分業者等をいう。 

（５）積替え保管業者等 収集運搬業者等のうち積替え又は保管を行う者又は行う予定の者。 

 

（処理業者等の責務等） 

第３条 処理業者等は、周辺地域の生活環境の保全及び公衆衛生に配慮し、市の施策に協力

するものとする。 

２ 市長は、必要と認めるときは、処理業者等に対し、改善を求めることができる。 

３ 処理業者等は、前項の規定により市長から改善を求められた場合は、その対策を講じる

ものとする。 

 

（事業用地に関する基準） 

第４条 積替え保管施設及び処分施設の事業用地の基準は、次のとおりとする。 

（１）原則として、工業専用地域、工業地域又は準工業地域を用いること。 

（２）学校、児童福祉施設、医療施設（入院施設を有するものに限る。）、老人福祉施設、身

体障害者施設、更生援護施設等との間に十分な距離が保たれていること。 

（３）業として行うための十分な広さが確保されていること。 

（４）土砂崩れ、地滑り等災害が発生するおそれがないこと。 

 

（積替え保管施設及び処分施設に関する基準） 

第５条 積替え保管施設の基準は、別紙１のとおりとし、処分施設の基準は別紙２のとおり

とする。 

 

（事前協議） 

第６条 次の第１号から第３号に該当する者（以下「事前協議申込者」という。）は、川崎市



  
 

 2

一般廃棄物処理業に係る事務取扱要領（以下「要領」という。）で定める事前協議申込書

等を市長に提出し、その事業内容等について、事前協議を行うものとする。 

ただし、第４号に該当するものを除く。また、市長が認める場合はこの限りではない。 

（１）積替え保管業者等又は処分業者等で新規許可の申請をしようとする者。 

（２）積替え保管業者等又は処分業者等で変更許可の申請をしようとする者。 

（３）積替え保管業者等又は処分業者等で、積替え保管施設又は処分施設の設置場所、構造、

規模等に関する変更を行おうとする者。 

（４）積替え保管業者等又は処分業者等で、積替え保管施設又は処分施設について、既存の

施設と同一敷地内で、周辺地域の生活環境に対する影響が増大しないと市長が認める変

更を行う者 

２ 事前協議申込書等の提出部数は、正本１部、その写し１部とする。ただし、市長は、特 

に必要と認めるときは、提出部数を指定することができる。 

３ 第１項の事前協議申込書等を、本市電子申請システムを利用して提出する場合は、書面で

の提出は省略するものとする。 

４ 事前協議申込者は、第７条第２項による市長の指導又は指示を受けた場合は、対策を講

じるとともに措置状況等の報告を市長へ行うものとする。 

 

（事前協議に係る市長の指示等） 

第７条 市長は、事前協議申込書等の提出があった場合は、その内容の確認及び事前協議申

込者からの聴取並びに必要に応じて法第１９条に基づく立入検査を行うものとする。 

２ 市長は、前項に基づく事前協議申込書等の確認の過程において、事前協議申込者に対し、

計画の変更等を指導し、又は提出された事前協議申込書等の訂正等を指示することができ

る。 

３ 市長は、前項に基づく指導又は指示を行い、相当な期間を経過しても何ら措置等が取ら

れない場合又は当該計画の実現困難な状況にあると認められる場合は、計画の中断を指示

することができる。 

４ 市長は、前項に基づき中断した場合は、事前協議申込者等に対して事前協議申込書等の

取下げを勧告することができる。 

 

（事業計画） 

第８条 次に掲げる者（以下「事業計画者」という。）は、要領で定める事業計画書等を市長

に提出し、その内容について、確認を受けるものとする。 

（１）第６条第１項第１号から第３号に該当し、事前協議を経た者 

（２）第６条第１項第４号に該当する者 

（３）積替え保管業者等又は処分業者等で更新許可の申請を行おうとする者 

２ 事業計画書等の提出部数は、正本１部、その写し２部とする。ただし、市長は、特に必

要と認めるときは、提出部数を指定することができる。 

３ 第１項の事業計画書等を、本市電子申請システムを利用して提出する場合は、書面での提

出は省略するものとする。ただし、原本を確認する必要があるものを除く。 

４ 事業計画者は、第９条第２項による指導又は指示を受けた場合は、対策を講じるととも

に措置状況等の報告を市長へ行うものとする。 

 

（事業計画に係る市長の指示等） 

第９条 市長は、事業計画書等の提出があった場合は、その内容の確認及び事業計画者から
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の聴取並びに必要に応じて法第１９条に基づく立入検査を行うものとする。 

２ 市長は、前項に基づく事業計画書等の確認の過程において、事業計画者に対し、事業計

画の変更等を指導し、又は提出された事業計画書等の訂正等を指示することができる。 

３ 市長は、前項に基づく指導又は指示を行い、相当な期間を経過しても何ら措置等が取ら

れない場合又は当該事業計画の実現困難な状況にあると認められる場合は、事業計画の中

断を指示することができる。 

４ 市長は、前項に基づき中断した場合は、事業計画者等に対して事業計画書等の取下げを

勧告することができる。 

 

（周辺住民等への周知） 

第１０条 第８条第１項第１号に該当する事業計画者で事業計画を確認された者は、当該事

業計画について、次に規定する者（以下「周辺住民等」という。）へ周知するものとする。 

ただし、事業用地が処分業者等の場合は、工業専用地域を、積替え保管業者等の場合は、

工業専用地域、工業地域及び準工業地域を除く。 

（１）事業用地が借地のときは、土地の地権者 

（２）原則として処理施設の敷地境界線から 50ｍ以内に居住する者及び事業所等の管理者 

（３）隣地の地権者 

（４）近隣の農業関係者（土地改良組合施行区画内にあるときは、同組合を含む。） 

（５）近隣の水路利用者（水路利用組合があるときは、同組合を含む。） 

（６）上記以外で、市長が必要と認める者 

２ 事業計画者は、周辺住民等に対し当該事業計画について周知を行う場合は、あらかじめ、

要領で定める事業計画周知計画書等を市長に提出するものとする。 

３ 事業計画周知計画書等の提出部数は、正本１部、その写し１部とする。ただし、市長は、 

特に必要と認めるときは、提出部数を指定することができる。 

４ 第２項の事業計画周知計画書等を、本市電子申請システムを利用して提出する場合は、書

面での提出は省略するものとする。 

５ 事業計画者は、周辺住民等に対し当該事業計画について周知を行った場合は、速やかに、

要領で定める事業計画周知報告書等を市長に提出するものとする。 

６ 事業計画書周知報告書等の提出部数は、正本１部、その写し１部とする。ただし、市長

は、特に必要と認めるときは、提出部数を指定することができる。 

７  第５項の事業計画周知報告書等を、本市電子申請システムを利用して提出する場合は、

書面での提出は省略するものとする。 

８ 事業計画者は、事業計画に関して、周辺住民等との合意形成が図れない場合は、事業計

画の見直しを行うものとする。 

 

（事業計画周知計画書等及び事業計画周知報告書等に係る市長の指示等） 

第１１条 市長は、事業計画周知計画書等に不備が認められるときは、具体的内容を周知し、

相当の期間を定めて補正を求めるものとする。 

２ 市長は、事業計画周知報告書等に不備が認められるときは、具体的内容を周知し、相当

の期間を定めて補正を求めるものとする。 

３ 市長は、周辺住民等からの意見が合理的であると認める場合で、事業計画者が、その意

見に対し、対策が図れないと認められる場合は、事業計画者に対して事業計画書等の取り

下げを勧告することができる。 
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（申請及び届出） 

第１２条 市長は、一般廃棄物処理業の許可申請又は再交付申請があったときは、申請書の

記載事項に不備がないこと、必要な書類が添付されていること、申請をすることができる

期間内にされたものであること（以下「申請の形式上の要件」という。）に適合することを

確認し、申請の形式上の要件に適合しないときは、申請者に具体的内容を周知し、相当の

期間を定めて補正を求めるものとする。 

２ 要領で定める許可申請書等及び要領で定める再交付申請書等の必要部数は、正本１部、

その写し１部とする。ただし、市長は、特に必要と認めるときは、提出部数を指定するこ

とができる。 

３  要領で定める許可申請書等及び要領で定める再交申請書等を、本市電子申請システムを 

利用して提出する場合は、書面での提出は省略するものとする。ただし、原本を確認する 

必要があるものを除く。 

４ 市長は、変更届、廃止届又は欠格要件該当届（以下「変更届出書等」という。）があった

ときは、届出書の記載事項に不備がないこと、届出書に必要な書類が添付されていること

（以下「届出の形式上の要件」という。）に適合していることを速やかに確認し、届出の形

式上の要件に適合しないときは、届出者に具体的内容を周知し、相当の期間を定めて補正

を求めるものとする。 

５ 要領で定める変更届出書等の必要部数は、正本１部、その写し１部とする。ただし、市

長は、特に必要と認めるときは、提出部数を指定することができる。 

６  要領で定める変更届出書等を、本市電子申請システムを利用して提出する場合は、書面

での提出は省略するものとする。ただし、原本を確認する必要があるものを除く。 

７ 市長は、許可申請又は変更届出書等の提出があった場合は、必要に応じて、法第１９条

に基づく立入検査を行うものとする。 

 

（許可証の返還） 

第１３条 一般廃棄物処理業の許可証の交付を受けた者は、表１に掲げる返還事由に対応す

る許可証を市長に返還すること。 

表１ 返還する許可証 

返還事由 川崎市長に返還する許可証 

一般廃棄物処理業の許可の取消し処分を受けたとき 既存の許可証 

一般廃棄物処理業の許可の有効期限が到来し、許可の効

力を失ったとき 

既存の許可証 

一般廃棄物処理業の更新許可申請を行い、新たな許可証

の交付を受けたとき 

更新許可前の許可証 

一般廃棄物処理業の変更許可申請を行い、新たな許可証

の交付を受けたとき 

変更許可前の許可証 

一般廃棄物処理業の許可証の書換えを要する変更届出

を行い、新たな許可証の交付を受けたとき 

書換え前の許可証 

亡失した許可証を発見したとき 発見した許可証 

 

（経理的基礎に関する基準） 

第１４条 一般廃棄物の処理を的確に、かつ、継続して行うに足りる経理的基礎を有する基

準として、次に掲げる事項を満たす経理状態を保つよう努めること。 

（１）一般廃棄物処理業について利益が計上できていること。 
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（２）自己資本比率（貸借対照表上の純資産の額を、当該額と当該貸借対照表上の負債の額

の合計額で除して得た値をいう。）が１０パーセントを超えていること。 
（３）一般廃棄物処理に係る計画において、設備投資に要する資金等を踏まえ、適切な収益

が見込まれていること。 
（４）事業の用に供する施設について、法定耐用年数に見合った減価償却が行われているこ

と。 
（５）役員報酬が著しく少なく計上されていないこと。 
（６）中間処理業者にあっては、未処理の廃棄物の適正な処理に要する費用が留保されてい

ること。 
（７）最終処分業者にあっては、埋立処分終了後の維持管理に要する費用が計上されている

こと。 
（８）各種税金、社会保険料又は労働保険料等の義務的支払が適切に履行されていること。 
（９）一時的に多量に排出される家庭系廃棄物（以下「一時多量ごみ」という。）を取り扱う場

合は、直近２年において、一般廃棄物処理手数料延滞に係る督促状の送付を受けたこと

がないこと、又は督促状の送付を受けた場合であっても期限内に納付していること。 

（収集運般車に関する基準） 

第１５条 収集運般車に関する基準は、別紙３のとおりとする。 

 

 

附則 

 

（施行期日） 

第１条 この指針は平成２６年１０月１日から施行する。 

 

（旧指針の廃止） 

第２条 一般廃棄物収集運般業許可に係る指針（平成１９年４月１日）及び一般廃棄物処分

業許可に係る指導指針（平成１９年４月１日）は廃止する。 

 

附則 

 

（施行期日） 

この指針は平成２８年１２月１３日から施行する。 

 

附則 

 

（施行期日） 

この指針は令和２年２月１日から施行する。 

 

附則 

 

（施行期日） 

この指針は令和７年４月１日から施行する。
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（別紙１） 

一般廃棄物積替え保管施設に関する基準 

 

（構造等に関する基準） 

第１条 積替え保管施設の構造等の基準は、次のとおりとする。 

（１）事業用地全体 

ア 周囲には、みだりに人が立ち入らないように、原則として高さ３メートル以上の鋼

板、ブロック塀等を用い、雨風等により破損しない構造の囲いが設けられていること。

ただし、安全面等から、特に支障がないと認められる場合は、ネットフェンス等の構

造とすることができる。 

イ 作業時間以外に人が立ち入らないように、入口等には、施錠可能な門扉等が設けら

れていること。 

ウ 入口等の見やすい場所に、一般廃棄物積替え保管施設である旨を記載した表示板等

が設けられていること。 

エ 積替え保管施設の維持管理及び一般廃棄物の搬入、搬出等に係る管理事務等を行う

ための管理事務所が設置されていること。 

オ 場内排水、雨水等の浸出液を、公共用水域等に放流する場合は、必要に応じて、適

切な排水処理設備が設けられていること。 

カ 原則として、周囲には、開渠又はその他の施設が設けられ、外部からの雨水等の流

入が防止されること。 

キ 搬入車両、重機等が、周辺道路の交通の妨げにならないように、駐車場等の待機で

きる場所が十分に確保されていること。 

ク 必要に応じて、運搬車両に付着した土砂等を洗い落とすことができる洗車設備が設

けられていること。 

ケ 周辺環境との景観の調和及び緑化への配慮がされていること。 

（２）積替え場所及び保管場所 

ア 敷地境界からの距離を適正に確保すること。 

イ 運搬能力に応じた適正な容量であること。 

ウ 床面は一般廃棄物、汚水等の流出及び地下浸透を防止するため、コンクリート舗装

等の不透水性構造であること。 

エ 自重、積載荷重その他車両等の荷重及び地震力上安全な構造であること。 

オ 保管場所には、保管場所ごとに、法に規定する必要事項を表示した掲示板が設けら

れていること。また、原則として、併せて運搬先及び排出事業者を表示すること。 

カ 保管場所は、排出事業者が特定でき、帳簿等との整合性が図れるように必要な措置

が講じられていること。 

キ 積替え場所及び保管場所は、車庫、資材置場等の別の用途として使用しないこと。 

ク 一般廃棄物の保管場所は、建屋内に設けられていること。 

ただし、適切な措置が講じられ、騒音、振動、粉じん等、生活環境上支障がないと認

められる場合はこの限りではない。 

ケ 保管する一般廃棄物の積み上げることのできる高さは概ね３メートル以下とする。 

ただし、囲い及び容器の構造、積替え作業及び保管の安全性、一般廃棄物の飛散及び

流出の危険性等を考慮し、適正に保管できると認められる場合はこの限りではない。 

コ 可燃性の一般廃棄物を保管する場合は、消火器等の適切な消火機器が備え付けられ
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ていること、又は消火設備が設けられていること。 

サ 重機を使用する場合は、作業するにあたって、積替え又は保管場所とは別に十分な

広さが確保されていること。 

シ 積替え場所は、適切な作業が行えるだけの面積が確保されていること。 

（３）積替え又は保管を含む一般廃棄物収集運搬の事業の用に供する運搬施設 

ア 保管する一般廃棄物の性状に適した運搬車両を有していること。 

イ 保管する一般廃棄物の数量に応じた運搬能力を有していること。 

 

 （管理体制） 

第２条 一般廃棄物積替え保管施設の管理体制等の基準は、次のとおりとする。 

（１）搬入、保管及び搬出 

  ア 積替え保管施設について、搬入又は搬出のうち、いずれかを自ら行うこととし、保

管行為のみを行うことはできない。また、他の積替え保管施設への搬出は行わないこ

と。 

イ 搬入量の過多等により、保管上限を超えることがないような管理体制が整えられて

いること。 

ウ 保管した一般廃棄物の搬出は、排出事業者が特定できるようにすること。また、そ

れを管理できる体制が整えられていること。 

エ 保管した一般廃棄物は７日以内に搬出すること。性状が変化する一般廃棄物につい

ては３日以内に搬出すること。 

オ 複数の排出事業者から同一種類の一般廃棄物を同一の保管場所で保管する場合にあ

っては、一般廃棄物の混合による性状変化が起こらないことを事前に確認できる体制

が整備されていること。 

（２）悪臭、騒音、振動及び粉じんの防止 

  ア 厨芥類等特に腐敗性のある一般廃棄物については、悪臭等が発生しないよう速やか

に搬出すること。 

イ 車両、重機等の使用については、その稼動に伴う著しい騒音、振動又は粉じんの発

生により周囲の生活環境の保全に支障をきたさないものであること。 

ウ 臭気を発生するおそれのある一般廃棄物を保管する場合は、臭気の発散を防止する

ため、原則として建屋内で保管すること。屋外で保管する場合は、密閉容器に保管す

る等、必要な措置が講じられていること。 

エ 粉じんを発生するおそれのある一般廃棄物を保管する場合は、粉じんの飛散を防止

するため、散水栓等の散水設備を設ける等必要な措置が講じられていること。 

オ 一般廃棄物の保管及び粉じんを発生する作業を行う場合は、粉じんの発生を防止す

るため、散水等の必要な措置が講じられていること。 

（３）保守点検等 

  ア 施設の機能を正常に維持するため、保守点検を適宜行うこと。 

イ 重機その他環境保全に係る設備等の機能点検を定期的に行うこと。 

ウ 設備等に異常があった場合は、補修等の必要な措置を速やかに講じること。 

（４）防火対策 

  ア 消火器等の消火設備は、所定の能力が発揮できるように点検整備を行い、常に十分

な管理がされていること。 

イ 可燃性の一般廃棄物を保管する場合は、火気の取扱いに十分注意し、管理できる体

制が整っていること。 



  
 

 8

（５）事故時の措置 

ア 一般廃棄物又は一般廃棄物から生じた汚水若しくは気体が飛散し、流出し、地下に

浸透し、又は発散したこと等により、生活環境の保全上の支障が生じ、又は生ずるお

それがあるときは、直ちに、引き続くその支障の除去又は発生の防止のための応急の

措置を講ずること。 

イ 関係機関への連絡体制が整えられていること。 

（６）記録及び保存 

  ア 法に規定する事項を記載した帳簿を事業用地内に設置した管理事務所に備えつける

こと。 

イ 積替え場所及び保管施設の補修及び維持管理に関する点検及び検査の結果その他必

要事項を記録し、３年間保存すること。 

 

（７）その他 

  ア 作業時間及び受入時間については、周辺の状況に応じ、生活環境の保全上の支障を

きたさないよう配慮すること。 

イ 車両等の出入りについては、周辺の道路事情を十分に考慮し、交通安全の確保を図

られていること。 
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（別紙２） 

一般廃棄物処分施設に関する基準 

 

（構造等に関する基準） 

第１条 処分施設の構造等の基準は次のとおりとする。 

（１）事業用地全体 

ア 周囲には、みだりに人が立ち入らないように、原則として高さ３メートル以上の鋼

板、ブロック塀等を用い、雨風等により破損しない構造の囲いが設けられていること。

ただし、安全面等から、特に支障がないと認める場合は、ネットフェンス等の構造と

することができる。 

イ 作業時間以外に人が立ち入らないように、入口等には、施錠可能な門扉等が設けら

れていること。 

ウ 入口等の見やすい場所に、一般廃棄物処分施設である旨を記載した表示板が設けら

れていること。 

エ 施設の維持管理及び一般廃棄物の搬入、搬出等に係る管理事務等を行うための管理

事務所が設置されていること。 

オ 場内排水、雨水等の浸出液を、公共用水域等に放流する場合は、必要に応じて、適

切な排水処理設備が設けられていること。 

カ 原則として、周囲には、開渠又はその他の施設が設けられ、外部からの雨水等の浸

入が防止されること。 

キ 搬入車両、重機等が、周辺道路の交通の妨げにならないように、駐車場等の待機で

きる場所が十分に確保されていること。 

ク 必要に応じて、運搬車両に付着した土砂等を洗い落とすことができる洗車設備が設

けられていること。 

ケ 周辺環境との景観の調和及び緑化への配慮がされていること。 

（２）技術上の基準 

   処分施設の技術上の基準として、原則として次に掲げる事項のほか、規則第４条各号

に規定する一般廃棄物処理施設の技術上の基準を遵守すること。 

ア 敷地境界からの距離を適正に確保すること。 

イ 原則として、処分に係る設備は、建築物内に設けられていること。 

（３）一般廃棄物の保管場所について、次の事項を遵守すること。 

ア 敷地境界からの距離を適正に確保すること。 

イ 施設の処理能力に応じ、十分な容量が確保されていること。 

ウ 床面は一般廃棄物、汚水等の流出及び地下浸透を防止するため、コンクリート築造

等の不透水性構造であること。 

エ 保管場所は、排出事業者が特定でき、法第７条第１５項に規定する帳簿等との整合

性が図れるように必要な措置が講じられていること。 

オ 保管場所は、車庫、資材置場等の別の用途として使用しないこと。 

カ 保管場所は、原則として、建築物内に設けられていること。ただし、適切な措置が

講じられ、騒音、振動、粉じん等について、生活環境の保全上の支障が生じないと認

められる場合はこの限りではない。 

キ 保管する一般廃棄物の積み上げることのできる高さは概ね３メートル以下とする。

ただし、囲い及び容器の構造、作業場所及び保管場所の安全性並びに一般廃棄物の飛

散及び流出のおそれ等を考慮し、適正に保管できると認められる場合はこの限りでは
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ない。 

ク 可燃性の一般廃棄物を保管する場合は、消火器等の適切な消火設備が設けられてい

ること。 

 

 （維持管理基準） 

第２条 処分施設の維持管理基準として、原則として規則第４条の５各号に規定する一般廃

棄物処理施設の維持管理の技術上の基準を準用し、遵守すること。 

 

（管理体制） 

第３条 一般廃棄物処分施設の管理体制等について、次の事項を遵守すること。 

（１）管理体制 

排出事業者と一般廃棄物の処理委託契約を締結していることを即座に確認できる体制

が整えられていること。また、搬入量の過多等により処理能力及び保管上限を超えるこ

とがないよう管理体制が整えられていること。 

（２）悪臭、騒音、振動及び粉じんの防止 

  ア 腐敗性のある一般廃棄物については、悪臭等が発生しないような措置が講じられて

いること。 

イ 車両、重機等の使用については、その稼動に伴う著しい騒音、振動又は粉じんの発

生により周囲の生活環境の保全上の支障が生じないものであること。また、必要に応

じて、車両、重機等は低騒音等のものを使用すること。 

ウ 臭気を発生するおそれのある一般廃棄物を保管する場合は、臭気の発散を防止する

ため、原則として建屋内で保管すること。なお、屋外で保管する場合は、密閉容器に

保管する等、必要な措置が講じられていること。 

エ 粉じんを発生するおそれのある一般廃棄物を保管する場合は、粉じんの飛散を防止

するため、散水栓等の散水設備を設ける等必要な措置が講じられていること。 

オ 一般廃棄物の保管、処分に関し、粉じんを発生する作業を行う場合は、粉じんの発

生を防止するため、散水等の必要な措置が講じられていること。 

（３）施設の保守点検等 

  ア 施設の機能を正常に維持するため、保守点検を適宜行うこと。 

イ 重機その他環境保全に係る設備等の機能点検を定期的に行うこと。 

ウ 設備等に異常があった場合は、補修等の必要な措置を速やかに講じること。 

（４）防火対策 

  ア 消火器等の消火設備は、所定の能力が発揮できるように点検整備を行い、常に十分

な管理がされていること。 

イ 可燃性の一般廃棄物を処理する場合は、火気の取扱いに十分注意し、管理できる体

制が整っていること。 

（５）事故時の措置 

ア 一般廃棄物又は一般廃棄物から生じた汚水若しくは気体が飛散し、流出し、地下に

浸透し、又は発散したこと等により、生活環境の保全上の支障が生じ、又は生ずるお

それがあるときは、直ちに、引き続くその支障の除去又は発生の防止のための応急の

措置を講ずること。 

イ 関係機関への連絡体制が整えられていること。 

（６）記録及び保存 

  ア 法に規定する事項を記載した一般廃棄物処分業者の帳簿を事業用地内に設置した管
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理事務所に備え、１年ごとに閉鎖し、閉鎖後５年間事業場ごとに保存すること。 

イ 施設の補修及び維持管理に関する点検及び検査の結果並びにその他必要事項を記録

し、３年間保存すること。 

（７）その他 

  ア 作業時間及び受入時間については、周辺の状況に応じ、生活環境の保全上の支障が

きたさないよう配慮すること。 

イ 車両等の出入りについては、周辺の道路事情を十分に考慮し、交通安全の確保が図

られていること。 
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（別紙３） 

 

収集運般車に関する基準 

 

 （収集運搬車に関する基準） 

第１条 一般廃棄物の収集運搬を行なうための車両の基準は次のとおりとする。 

（１）運搬車は自己所有又は使用者名義を有するものとする。 

（２）運搬車は１車以上、市内の駐車場に駐車させること。 

（３）運搬車は川崎陸運事務所の管轄とする。 

（４）運搬車は一般廃棄物収集運搬の専用車とし、他の目的と混用しないこと。 

（５）運搬車の色は、ライトグリーン（（一社）日本塗料工業会標準見本帳マンセル値５Ｇ５

／１０）とする。 

（６）運搬車１台当たり、平均月２０トン以上の収集量を確保すること。 

（７）運搬車の左右のドア及び後部に「一般廃棄物処理業 川崎市許可第○○○○号」並び

に左右の荷箱（ボディ）に白色で許可業者名の表示をすること。 

（８）運搬車に記載する字の大きさ及び配置等については、別紙４「車両表示仕様例」のと

おりとする。 

（９）運搬車は、常に整備し、良好で清潔な状態を確保すること。 
（10）一時多量ごみの取扱いを行う場合は、荷箱の高さが１．２８ｍ以上であるほか粗大ご

み等の運搬に適し、かつ指定処理施設に搬入する際に支障が生じない運搬車を保有する

こと。 

 （特例事項） 

第２条 市の指定処理施設以外で処理を行う際の特例は次のとおりとする。 

（１）食品循環資源の再生利用等、市の指定処理施設以外で再生利用を目的とした処理を行

う事が適当であると認められた一般廃棄物、又は実験動物の死体等、市の指定処理施設以

外で処理を行うことが必要と認められた一般廃棄物のみの収集又は運搬を業として行う

場合は、第１条（２）から（６）の規定を適用しない。 

（２）（１）に掲げる一般廃棄物のみの収集又は運搬を行う運搬車については、第１条（７）

で定める表示の他に当該一般廃棄物に係る表示を行うものとする。 
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（別紙４）   車両表示仕様例 

 

１ 文字の色は、白色とします。 

２ 字体は、丸ゴシックとします。 

３ 文字の大きさ及び配置は、右のとおりとします。 

４ 車体の色は、ライトグリーン(社)日本塗料工業会標準見本帳 

マンセル値 5Ｇ5／10、色票番号 A45-50T（近似）とします。 

 

 

 中・小型車 大型車 

ドア部 
縦 6 cm 縦  7 cm 

横 5 cm 縦  6 cm 

後 部 
縦 9 cm 縦 14 cm 

横 7 cm 横 12 cm 

㈱  ○ ○ ○ 商店 
一般廃棄物処理業 

川崎市許可 第○○○○号 

 

表示文字の大きさ 

＊ 文字はバランスよく配置すること 

ドア表示（2 段書き） 

一 般 廃 棄 物 処 理 業                     
川崎市許可 第○○○○号 

後部表示（1 段書き） 

一般廃棄物処理業 川崎市許可第○○○○号 

 

一般廃棄物処理業 川崎市許可第○○○○号 


